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●学校・家庭間の情報共有

●インターネット調べ学習

●教育用コンテンツの収集・

提供

●遠隔授業（大学、高校etc）

●遠隔画像診断・病理診断などに

より高度医療をあまねく実施

●電子カルテの地域共有

●在宅患者の病状の遠隔モニタ

●歴史的・文化的な遺産や伝統

行事等のアーカイブ化

●図書館蔵書の検索

●農産物のトレーサビリティ

●地場産品のｅ-マーケット

販売

●電子町内会による情報共有、

住民の意見提出

●電子投票の実施

●ＧＩＳを使った観光地のナビや

観光案内の実施

●被災映像等の災害情報収集と

関係機関間の共有

●住民に対し、CATV、地上

デジタル、インターネット、

携帯電話などを用い情報提供

●電子申請（認証・課金）による

申請、施設予約

●電子調達の実施

●行政効率化（庶務事務の

発生源入力など）

防 災

教 育

医 療

行 政
産 業 観 光

住民参加 文 化

ＩＣＴによる地域課題の解決



公共ネットワークの整備状況

平成１５年７月

合計 ３，２０７団体（１００％）
※ 市町村数については、合併により、平成１６年７月１日現在で３，１２２団体に減少。

平成１６年７月

① ネットワークを
整備済

１，７５９団体
（54.9％）

③ 整備計画なし

５４０団体
（16.8％）

② 整備計画を策定済
今後、２００５年度までに

ネットワークを整備予定
９０８団体
（28.3％）

合計 ３，１２２団体（１００％）

① ネットワークを
整備済

１，９６２団体
（62.8％）

② 整備計画を策定済
今後、２００５年度までに

ネットワークを整備予定
１０２０団体
（32.7％）

100% 19.1% 80.9% 

47団体9団体38団体

合計検討中・未定整備済

整備団体数 6１3１4３０２

１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度

※整備年度別

内訳は・・・

市町村公共ネットワークの整備状況

都道府県情報ハイウェイの整備状況（平成１６年４月現在）

③整備計画なし
１４０団体
（4.5％）

（注）
直近３カ年の整備数：３３団体
ｷﾞｶﾞﾋﾞｯﾄﾈｯﾄﾜｰｸでの整備：２０団体
市町村と接続：１８団体
（今後は１６団体が予定）

2



全国公共ブロードバンドネットワーク

防災分野
・災害現場の画像情報
・被害速報
・被害者の安否情報
・警報等の一斉同報 等

医療分野
・遠隔病理診断
・遠隔画像診断
・遠隔カンファレンス
等の検討

教育分野
・教育コンテンツ流通の検討

関係機関、官邸関係機関関係機関、官邸、官邸

プライマリ
データセンタ（全国ｉＤＣ）

都道府県iDC

消防署

a市 b町

A県 B県

インターネットインターネット

市町村地域公共
ネットワーク

市町村地域公共
ネットワーク

都道府県情報ハイウェイ都道府県情報ハイウェイ

全国
ネットワーク

全国
ネットワーク

都道府県情報ハイウェイ都道府県情報ハイウェイ

バックアップ
データセンタ

市町村地域公共
ネットワーク

市町村地域公共
ネットワーク

監視カメラ

各種ﾃﾞｰﾀ
公共ＡＳＰ
システム

災害

学校
病院

防災情報の共有
教育コンテンツ
の共有

遠隔カンファレンス
等遠隔医療の実現

●情報ハイウェイ；府県の関係施設等を高速・超高速で接続したネットワーク。地域公共ネットワークとの相互接続が進みつつある。

●新たな全国公共ネットワークの必要性を検討するため、ＪＧＮⅡを利用した実証事業を行う。
・映像など大容量で秘匿性の高いデータを高い信頼度で流通させるネットワーク ⇒ 行政用途専用のブロードバンドネットワーク
・組織別や用途別ではなく、全府省庁・全分野共通の公共機能を備えた全国規模の広帯域専用ネットワーク

●地域公共ネットワーク；市町村で役所や学校、図書館など公共施設を高速・超高速で接続しているネットワーク

公共ネットワークのめざすべき姿 公共ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの具体像
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自治体における情報システム形態の変遷
第三世代
～次世代地域情報PFによるシステム統合～

第一世代
～汎用機中心の構成～

全体最適化による無駄の排除
効率的なシステム連携に配慮

第二世代
～汎用機、クライアントサーバシステムの混在～

課題：

汎用機の運用コストが高止まり

PC端末（ブラウザ）専用端末

共
同
運
営
な
ど

他
シ
ス
テ
ム

統合データベース

レガシー改革 次世代地域情報ＰＦ導入

課題：

保守・運用が複雑化
システム連携が困難

汎用機

クライアントサーバシステム ＰＣ端末

LGWAN、
インターネット

シ
ス
テ
ム

管
理
サ
ー
バ

LGWAN、
インターネット

Webサーバ

アプリサーバ

シ
ス
テ
ム

連
携
サ
ー
バ
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・データは「統合データベース」、連携機能は「プラットフォーム」に
・業務共通システム、共通基盤システムの活用

業務システムは「業務処理」に特化・・・柔軟性・拡張性を確保

全体最適化された自治体業務システムのイメージ

ＧＩＳ
データベース

統合
データベース

業務システム群 共通基盤システム群

【業務システム】
業務に必要な機能を提供する。
個別業務に固有の機能と、複数の業務
に共通の機能に大別される。

【共通基盤システム】

業務システムの機能以外
の、システムの稼動に必
要な機能を提供する。個別業務システム 業務共通システム

文
書
決
裁

文
書
決
裁

福
祉

福
祉

職
員
認
証

職
員
認
証

公
的個

人
認
証

公
的個

人
認
証

マ
ル
チ

ペ
イ
メ
ン
ト

マ
ル
チ

ペ
イ
メ
ン
ト

【統合データベース、GISデータベース】
業務システムが共通で利用するデータベース。

個別業務システムごとにデータを散在させないことで、業
務システム間でのデータ連携を容易にする。

併せて個人情報などのデータの物理的管理を容易

にする。

… ……

住民ポータル 職員ポータル

【住民ポータル】

住民サービスのワンス
トップ化を実現

【職員ポータル】

職員事務のユーザイン
ターフェイス統一を実現

権限に応じて必要な
機能が利用可能に

…

Ｗｅｂサービス連携機能Ｗｅｂサービス連携機能Ｗｅｂサービス連携機能

業務プロセス管理機能（接続したシステムを超えて順次情報処理を実施）

業務プロセス1業務プロセス1 業務プロセス2業務プロセス2 業務プロセス3業務プロセス3

情報システム間の接続、インターフェイス、ＸＭＬスキーマ（意味情報）

防
災

防
災

【Webサービス連携機能】

業務システム、共通基盤システム、統合データベースの
間の連携を制御・管理する。
業務システムの自動的な連携や、複数手続きのワンス
トップサービス等を実現する。

住民 職員

<業務系> <情報系>

一元的にアクセス 一元的にアクセス

税
務

税
務

住
民
登
録

住
民
登
録

文
書
管
理

文
書
管
理

情
報
公
開

情
報
公
開

電
子
申
請

電
子
申
請

施
設
予
約

施
設
予
約
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次世代地域情報プラットフォームのイメージ

サービス提供者A

ア
プ
リ

連携基盤

ア
プ
リ

ア
プ
リ

ア
プ
リ

統合DB

ユ
ー
ザ
Ⅰ
／
Ｆ

職
員
向
け
ポ
ー
タ
ル

職
員
端
末

連携I/F

利用者
端末

サービス提供者B

ユ
ー
ザ
Ⅰ
／
Ｆ

連携I/F

利用者
端末

サービス提供者C

ユ
ー
ザ
Ⅰ
／
Ｆ

連携I/F

利用者
端末

個別サービスの利用

・サービス提供者の情報リソースをプラットフォーム
上で共有
・自身のサービス提供に併せて、連携機能を備える
ことで、多様な「高付加価値サービス」が実現する

• ICTサービスの供給とサービス連携による多層化、統合化が進み、
多様な高付加価値サービスが実現する

利用者
端末

「高付加価値サービス」の利用

次世代地域情報プラットフォーム

高付加価値
サービス連携

利用者
端末

ネットワークX ネットワークY

・サービスの登録・管理、サー
ビス認証、サービス監視など
のサービス連携に必要な共
通基盤機能を提供

UDDI

認証
サーバ

高付加価値
サービス連携

監視
サーバ 各種

サーバ

ユ
ー
ザ
Ⅰ
／
Ｆ

ユ
ー
ザ
Ⅰ
／
Ｆ

・プラットフォーム上の様々な情報リソースが自動的に連携する
・サービスの多層化、統合化によりサービスが高付加価値化される



ユビキタス社会を支える連携基盤

• ユビキタス社会の効率的な実現にむけた連携基盤の確立へ

○○地域
（実社会）

統合引越しサービス

不動産物件情報
最寄り駅情報

諸機関への異動届
・
・

統合高齢者サービス

高齢者支援制度情報
老人大学入学申込
小包郵便自宅集荷

・
・

郵便局

統合育児サービス

育児支援制度情報
育児手当申請
小児医一覧

・
・

学校

市役所

病院

商店 コミュニティ

託児所

交通機関

観光施設

・・・

第１段階：

実社会の多様なサービスをICT
サービス化し、ネットワーク上に提供

第２段階：

多様なICTサービスをネットワーク
上で統合し、より利便性の高いサー
ビスを実現
・サービスがプッシュ型で提案される
・サービス利用状況を確認できる
・サービスの信用を確認できる
・個人情報の管理状況を確認できる

自宅 市役所・病院等
の受付

オフィス・学校 移動中・野外

独立していた各種サービスがICT
により連携して、より良いサービス
として提供される

将来：

統合サービスは、いつでもどこでも
誰でもどの端末でも利用可能になる
・端末種類に依らないサービス
・ICカードで個人毎にサービスを最適化

ICTICTサービスの供給サービスの供給

各種端末

デジタルＴＶ ＰＣ 携帯電話ICカード

ユビキタスユビキタス・・アクセスアクセスによるによるICTICTサービスの提供サービスの提供

ユビキタスサービスユビキタスサービス

アーキテクチャアーキテクチャ
・ネット上に多くあるＩＣＴサービ
スを予め固定せずアドホック
に統合・生成
・認証等セキュリティの確保
・サービスの自律的な運用管理
・トレーサビリティの確保
・サービス等の信用の評価

高付加価値サービスの実現高付加価値サービスの実現
(ICT(ICTサービスのサービスの連携連携))
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次世代地域情報プラットフォーム・フレームワーク

３．データの標準化 ＜データ参照モデル＞
システム内・システム間のデータを標準化（データ項目辞書）

３．データの標準化 ＜データ参照モデル＞
システム内・システム間のデータを標準化（データ項目辞書）

１．システムの構成単位（粒度）の標準化 ＜サービス参照モデル＞
①県・市毎のシステム体系、②各システムの全体の機能、③各システムの個別機能の構成単位（粒度）を標準化
④官民連携について連携の大枠を設定（予め設定できるもの、自主的に定めるもの）

１．システムの構成単位（粒度）の標準化 ＜サービス参照モデル＞
①県・市毎のシステム体系、②各システムの全体の機能、③各システムの個別機能の構成単位（粒度）を標準化
④官民連携について連携の大枠を設定（予め設定できるもの、自主的に定めるもの）

２．業務の手順（業務プロセス）の標準化 ＜業務参照モデル＞
システム内・システム間の処理の手順を標準化
＜システム内プロセス、システム間プロセス＞

２．業務の手順（業務プロセス）の標準化 ＜業務参照モデル＞
システム内・システム間の処理の手順を標準化
＜システム内プロセス、システム間プロセス＞

４．システム連携技術の開発・標準化 ＜技術参照モデル＞
プラットフォーム上で利用するシステム連携技術を標準化
・ＷｅｂサービスやＸＭＬなど、特定のベンダーやＯＳに依存しない技術規格を採用・開発
・システム連携で必要となる、シングルサインオン、セキュリティ、トランザクション管理、などの機能を標準化

４．システム連携技術の開発・標準化 ＜技術参照モデル＞
プラットフォーム上で利用するシステム連携技術を標準化
・ＷｅｂサービスやＸＭＬなど、特定のベンダーやＯＳに依存しない技術規格を採用・開発
・システム連携で必要となる、シングルサインオン、セキュリティ、トランザクション管理、などの機能を標準化

○システム間のインターフェイスの標準化
システムの外部との接続に必要となる、①情報処理の起動方法、②やりとりするデータの形式の仕様を標準化

○システム間のインターフェイスの標準化
システムの外部との接続に必要となる、①情報処理の起動方法、②やりとりするデータの形式の仕様を標準化

○データのＸＭＬスキーマ（意味情報）の標準化○データのＸＭＬスキーマ（意味情報）の標準化

(成果物)

○統合データベースの標準化（データの範囲など）○統合データベースの標準化（データの範囲など）

○システム連携技術の標準化○システム連携技術の標準化

(成果物)

業
務
の
モ
デ
ル
化

技
術
開
発
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業務モデルの標準化文書イメージ１

9

業務識別 サブジェクト領域 情報体系 データ定義 データ属性定義
大分類 中分類 (スーパータイプ）

個人・世帯帳情報 個人番号
世帯番号
住民種別
住民状態
世帯主氏名
世帯主氏名カナ
住所
方書
郵便番号
氏名
氏名カナ
性別
生年月日年号
生年月日 西暦年月日
続柄

印鑑登録情報 登録番号
登録年月日 西暦年月日
登録事由
廃止年月日 西暦年月日
廃止事由

国民健康保険情報 国保番号
資格区分
取得異動年月日 西暦年月日
取得異動事由
喪失異動年月日 西暦年月日
喪失異動事由
退職区分
退職扶養関係番号
退職該当年月日 西暦年月日
退職非該当年月日 西暦年月日

国民年金情報 年金記号番号
種別
取得年月日 西暦年月日
喪失年月日 西暦年月日
変更年月日 西暦年月日

介護保険情報 被保険者番号
取得年月日 西暦年月日
喪失年月日 西暦年月日
認定開始日 西暦年月日
認定終了日 西暦年月日

児童手当情報 開始年月 西暦年月日
終了年月 西暦年月日

住
民
情
報

個
別
事
項
情
報

住
民
系
サ
ー

ビ
ス
業
務

住
民
情
報
系

【データ参照モデル：ＤＲＭ】【システム関連図：ＤＦＤ】

・業務で活用するデータの一覧
・これにより、データ粒度、項目、表現方法が統一
され、データ管理やデータ連携が効率化される

・業務で活用するシステムの一覧とその関連
・これにより、システム粒度、機能粒度が統一され、
システムの依存関係が明らかになり、システム管
理やシステム連携が効率化される

　１．住民基本台帳システム

住民／電子申請
システム（受付側）

転入届
転出証明書

1.1.1.転入

転居届 転出届世帯変更届

住民／電子申請
システム（受付側）

住民／電子申請
システム（受付側）

住民／電子申請
システム（受付側）

1.1.2.転居 1.1.4.世帯変更

1.1.3.転出

住民／電子申請
システム（通知側）

住民票コード通知書

転入通知
附票記載事由通知

他市区町村

1.1.5.戸籍届出による
異動（増加）

1.1.6.戸籍届出による
異動（減少）

他部門

他市区町村

戸籍届出書

住民票記載事項通知

戸籍届出書

住民票記載事項通知

1.2.1.職権

1.4.2.住民票記載
事項更新

1.4.1.住民票
情報照会

住民／電子申請
システム（受付側）

1.5.1.証明書発行

発行 照会／更新

照会

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

住民／電子申請
システム（通知側）

証明書発行申請書

住民票（写し）

（収納システム）

収納情報

1.3.1.改製

発行発行

発行

1.6.1.統計

1.5.2.通知書発行

転入通知
附票記載事由通
知

原票

発行

転入・転出者数表

都道府県他市区町村

住民（通知側）

公示送達書

軽自動車税
システム

（住基ネットワーク
システム）

市町村民税
システム

印鑑登録
システム

他市区町村

改製

異動／照会情報

異動情報

異動情報

異動情報

異動／照会情報

異動／照会情報

異動／照会情報

異動／照会情報

異動情報

証明書記載情報

更新情報

更新情報

更新情報

更新情報

更新情報

介護保険
システム

国民健康保険
システム

国民年金
システム

児童手当
システム

選挙システム

個人

世帯



業務モデルの標準化文書イメージ２

1.1.1.転入処理

4.2.1.外国人変更
処理（転入）

開始
(引越【転入】)

日本人？

3.1.1.登録処理
(本人)

3.2.1.登録処理
(本人以外)

本人？

印鑑登録？
終了

(引越【転入】)

X.X.X申告処理

6.1.1.登録・変更処理
（市町村受付）

原付？

自動車所有？

6.1.3.登録・変更処理
（陸運事務局受付）

ユニット内プロセス 外国人新規登録処理（16歳以上）
ｲﾍﾞﾝﾄ名
4.1.1.

入国管理局外録ｼｽﾃﾑ住民課住民（外国人）

原票登録原票登録

登録申請書
写真（2枚）

照会照会

外国人新規
登録処理

外国人新規
登録処理

●

受付・審査
処理

受付・審査
処理

陳述書
申請書（写）
写真（1枚）

回答書

調製依頼用FD
調製用台紙
調整依頼用ﾃﾞｰﾀ一覧表
登録証明書調製依頼書

証明書
交付処理

証明書
交付処理

登録証明書（甲）

外国人登録証明書（甲）

外国人登録証明書（甲）

外国人登録証明書写票
登録証明書交付報告書

登録証明書交付予定期間指定書登録証明書交付予定期間指定書

受付
処理

受付
処理

登録証明書交付予定期間指定書

旅券

受付・審査
回答処理

受付・審査
回答処理

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

交付
処理

交付
処理

原票
作成

原票
作成

外国人登録原票

登録申請書

ｲﾍﾞﾝﾄ名
3.2.1.

ユニット内プロセス 登録処理（本人以外）

他システム印鑑ｼｽﾃﾑ住民課電子申請住民

受付処理受付処理

印鑑登録原票

住基システム住基システム

外国人登録
システム

外国人登録
システム

押印

印影データ
登録

印影データ
登録

登録処理
(本人以外)

登録処理
(本人以外)

印鑑印鑑

手数料支払手数料支払

印鑑登録証

通知処理通知処理

受付処理受付処理 照会回答
処理

照会回答
処理

印鑑登録原票副本

申請書作成申請書作成

印鑑登録申請書

通知書取得通知書取得

照会書

交付交付

印鑑登録証

本人確認
処理

本人確認
処理

仮登録処理仮登録処理

目視審査目視審査

通知書登録通知書登録

照会書

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

文書管理システム

印鑑登録申請書

本籍地市区町村

転入元市区町村

他システム住基ｼｽﾃﾑ住民課電子申請住民

届出事由処理
（増・減・変更）

届出事由処理
（増・減・変更）

転入届・転出証明書

受付処理受付処理

発行処理発行処理

転入通知

附票記載事由通知

通知処理通知処理

住民票コード通知書
※新規に番号が付与された場合のみ

市町村CS
（住基ネットワーク
システム）

市町村CS
（住基ネットワーク
システム）

転入情報

転出情報

※

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

転入処理転入処理

通知書取得通知書取得

申請書作成申請書作成

目視審査目視審査

通知書登録通知書登録

住民票コード通知書

通知通知

転入通知

通知通知

附票記載事由通知

　他システム
　　・印鑑
　　・国保（資格）
　　・介護（資格）
　　・児童（資格）　
　　・市民税
　　・軽自
　　・選挙

　他システム
　　・印鑑
　　・国保（資格）
　　・介護（資格）
　　・児童（資格）　
　　・市民税
　　・軽自
　　・選挙

異動情報

転入届・転出証明書

文書管理システム

ユニット内プロセス 転入
ｲﾍﾞﾝﾄ名
1.1.1.

ｲﾍﾞﾝﾄ名
3.1.1.

ユニット内プロセス 登録処理（本人）

他システム印鑑ｼｽﾃﾑ住民課電子申請住民

受付処理受付処理

印鑑登録原票

住基システム住基システム

外国人登録
システム

外国人登録
システム

押印

印影データ
登録

印影データ
登録

登録処理
（本人）

登録処理
（本人）

印鑑印鑑

手数料支払手数料支払

印鑑登録証

印鑑登録原票
副本

申請書作成申請書作成

印鑑登録申請書

本人確認
処理

本人確認
処理

仮登録
処理

仮登録
処理

目視審査目視審査

交付交付

印鑑登録証

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

文書管理システム

印鑑登録申請書

【業務流れ図：ＷＦＡ】

・個別手続きの流れ図
・これにより、個別システム内での処
理手順、システムを跨ぐ処理手順が
明確化され、システム運用、管理、
更新・拡張、が容易になる。

本籍地

市区町村

1.住民基本台帳
システム

他システム 転入元

市区町村

住民課11.電子申請申請者 本籍地

市区町村

1.住民基本台帳
システム

他システム 転入元

市区町村

住民課11.電子申請申請者

【凡例】
機能の
トリガー

手作業 保管

コンピュータ処理 コンピュータ画面

帳票 処理の流れ

転入届、
転出証明書

申請書作成 目視審査

2.選挙ｼｽﾃﾑ
3.印鑑登録ｼｽﾃﾑ
5.市町村民税ｼｽﾃﾑ
6.軽自動車英ｼｽﾃﾑ
7.国民健康保険ｼｽﾃﾑ
8.介護保険ｼｽﾃﾑ
9.児童手当ｼｽﾃﾑ
他

通知

転入通知

転入処理

転入届、
転出証明書

保管保管

A.住民基本台帳
ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

受付処理

1.住民基本台帳ｼｽﾃﾑ－1.1.1転入

通知処理

住民票コード通知書

申請書作成

転入機能

※新規に住民票コード番号が付与された場合

通知

附票記載
事由通知

転入通知

附票記載
事由通知

転入届、
転出証明書
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•サービス連携は多岐にわたる技術と標準的規約により実現
–サービス連携に必要な共通機能を選別し、これを実現する技術群の最適化
及び標準化

• 共通機能のうち、既存技術があれば活用し、足りない技術は開発する
• 中継点でその機能が欠落すると高付加価値サービス全体での機能保障ができないため、
標準化と実装を促進することが重要

–既存の情報資産を活用でき、また将来技術に対応できる柔軟性を確保

技術標準化の概要

【サービス連携に必要な技術(例)】
サービスセキュリティ
複数サービス連携時に交換される各種情報を適切に管理し、安全な取り扱いを実現する技術

サービストランザクション管理技術
複数サービスが正しく連携し、確実な全体処理の完了保証を実現する技術

高信頼性メッセージング
複数サービス間で交換される各種情報の誤りの無い確実な送受信を実現する技術

権限管理基盤技術
複数サービスで交換されるID情報や権限情報の整合性を維持を実現する技術

監査証跡基盤技術
複数サービスで個別に記録されるアクセス情報の一元的な管理を実現する技術

個人情報保護技術
複数サービス連携時に、必要な個人情報のみを選別した情報交換を実現する技術

サービス実行管理・自律連携制御技術
複数サービス連携時の状態管理を行い、その状態に応じて挙動制御を実現する技術 11



簡単便利な住民サービス 新しいコミュニティづくり

引越・出生・結婚などのライフイベント毎に
ワンストップ・サービスを実現

安心安全な生活の確保

地震や水害等の状況を
リアルタイムにキャッチ

官民連携による地域活性化

地域産業の育成

次世代地域情報プラットフォーム
が実現する豊かな地域づくり

区市町村役場

電子町内会と地図情報を組み合わせ
住民参加によるコミュニティ形成を支援

地域ＮＰＯ等との連携

子育て支援など、行政情報に加え、
様々な情報を提供

子供用品の販売情報

育児の先輩からの声

フリーマーケット開催情報

一度に全ての引越し
関連手続きが完了

近所でどんなことがある
かがよく分かる、まちづく
りに参加したい

旬の特産品を
いつでも買える

育児情報や支援
をいつでも受けら
れて安心

漁業

農業

観光

地場商品

他の自治体

どこからでも
画像で被災状
況がわかる

定点監視カメラ

被災地への支援
や人員派遣

○月×日 00:00
不審者発見!!!

○月×日 00:00～
△△祭り開催

災害
災害

地域特産品
販売ポータル

小児科の情報

地上デジタル
ＣＡＴＶ

多様な主体による総合的サービスを構築

新たな付加価値を創造
↓

12

次世代地域情報プラットフォームで実現できること


